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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 
第25期 

第１四半期 
累計(会計)期間

第24期 

会計期間 

自平成20年 
９月１日 

至平成20年 
11月30日 

自平成19年 
９月１日 

至平成20年 
８月31日 

売上高（千円） 669,342 2,545,930 

経常利益（千円） 67,509 60,090 

四半期（当期）純利益（千円） 39,863 33,114 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － 

資本金（千円） 203,087 203,087 

発行済株式総数（株） 9,215 9,215 

純資産額（千円） 600,176 560,312 

総資産額（千円） 1,051,754 917,413 

１株当たり純資産額（円） 65,130.41 60,804.45 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
4,325.96 3,685.12 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
4,312.39 3,636.56 

１株当たり配当額（円） － － 

自己資本比率（％） 57.1 61.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
111,876 △11,655 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△104 △5,244 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 125,893 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
692,789 581,017 

従業員数（人） 120 124 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社

における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー）の当第１四半期会計

期間の平均雇用人員（８時間換算）を記載しております。 

平成20年11月30日現在

従業員数（人） 120 (76) 

2009/01/13 19:48:2408499128/株式会社地域新聞社/四半期報告書/2008-11-30



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第１四半期会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、売上原価によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は、受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とがほぼ対

応するため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

事業別 
当第１四半期会計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

新聞発行事業（千円） 161,326 

販売促進総合支援事業（千円） 17,015 

その他の事業（千円） 11,939 

合計（千円） 190,280 

事業別 
当第１四半期会計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

新聞発行事業（千円） 436,980 

折込チラシ配布事業（千円） 194,855 

販売促進総合支援事業（千円） 24,801 

その他の事業（千円） 12,705 

合計（千円） 669,342 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発したアメリカ経済の減速や金融の

混乱を受け、欧米の景気は後退し、アジアの景気も減速しており、円高の影響も加え、輸出額は減少するとともに、

設備投資も減少しております。また、原油価格は下落したものの消費者物価へのプラス寄与は剥落する見込みであ

り、採用情勢は急速に悪化しつつあり、景気は、悪化しております。 

 当社の属するフリーペーパー・フリーマガジン市場は、媒体及びターゲットの多様化が進んでおりますが、景気悪

化に伴う広告出稿意欲の低下や、競合他社との価格競争など、依然として厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の下、当社は現在発行している千葉県45エリア(版)、埼玉県４エリア(版)に経営資源を集中し、基

盤事業である新聞発行事業、折込チラシ配布事業の業績向上により、業績の更なる回復に努めてまいりました。既存

のお客様への継続的な訪問をより強化し、エリア(版)ごとのお客様と継続的な取引を維持するとともに、新規開拓エ

リア(版)への営業担当者の重点投入による、新規取引顧客の拡大を図ってまいりました。 

 以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は669,342千円、経常利益は67,509千円、四半期純利益は39,863千円

となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、税引前四半期純利益が67,509

千円に加え、賞与等の引当金が28,319千円増加したため、前事業年度末に比べ111,772千円増加し、当第１四半期会

計期間には692,789千円となりました。 

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は、111,876千円となりました。 

 これは、主に売上債権の増加（5,119千円）等の減少要因を税引前四半期純利益（67,509千円）、賞与引当金

の増加（22,453千円）等の増加要因が上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第１四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、104千円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローはありません。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成21年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

  発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,000 

計 20,000 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年１月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 9,215 9,215 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 9,215 9,215 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年８月22日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

４．平成15年12月19日開催の取締役会決議により、平成16年１月23日付で１株を４株に分割しております。 

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

区分 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年11月30日） 

新株予約権の数（個） 11 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 44 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月23日 

至 平成22年８月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,500 

資本組入額   6,250 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡及び質入等の処分はできない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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② 平成17年７月８日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

区分 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年11月30日） 

新株予約権の数（個） 213 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 213 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 65,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月９日 

至 平成23年７月８日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   65,000 

資本組入額  32,500 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

③ 平成18年８月３日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

区分 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年11月30日） 

新株予約権の数（個） 292 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 292 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 150,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月４日 

至 平成25年８月３日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   150,000 

資本組入額  75,000 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社

子会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要

す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正

当な理由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

  

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年９月１日～

平成20年11月30日 

  

－ 9,215 － 203,087 － 133,087 
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（６）【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】  

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。また

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,215 9,215 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 9,215 － － 

総株主の議決権 － 9,215 － 

平成20年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 
平成20年 
９月 

10月 11月 

最高（円） 54,000 47,000 33,200 

最低（円） 40,400 22,620 22,250 
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第５【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年９月１日から平成

20年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成20年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 692,789 581,017

売掛金 254,428 252,006

配布品 38 －

貯蔵品 257 277

前払費用 9,520 7,698

繰延税金資産 21,420 7,915

未収入金 － 47

未収還付法人税等 16,735 16,735

その他 2,898 683

貸倒引当金 △8,000 △9,000

流動資産合計 990,090 857,382

固定資産   

有形固定資産   

建物 35,790 35,790

減価償却累計額 △28,398 △28,028

建物（純額） 7,391 7,762

構築物 393 393

減価償却累計額 △359 △357

構築物（純額） 34 35

機械及び装置 2,570 2,570

減価償却累計額 △2,126 △2,098

機械及び装置（純額） 443 472

車両運搬具 1,500 1,500

減価償却累計額 △1,078 △1,026

車両運搬具（純額） 421 473

工具、器具及び備品 16,299 16,299

減価償却累計額 △13,504 △13,262

工具、器具及び備品（純額） 2,795 3,036

有形固定資産合計 11,086 11,780

無形固定資産   

ソフトウエア 1,692 1,882

その他 761 761

無形固定資産合計 2,454 2,643

投資その他の資産   

敷金及び保証金 21,266 21,499

破産更生債権等 7,299 4,602

繰延税金資産 26,856 24,107

貸倒引当金 △7,299 △4,602
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成20年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年８月31日) 

投資その他の資産合計 48,123 45,606

固定資産合計 61,664 60,030

資産合計 1,051,754 917,413

負債の部   

流動負債   

買掛金 123,386 114,928

未払金 134,844 128,293

未払法人税等 45,231 －

未払消費税等 ※  14,414 5,303

前受金 12,598 10,419

預り金 21,657 25,205

賞与引当金 40,888 18,435

その他 153 282

流動負債合計 393,174 302,867

固定負債   

退職給付引当金 58,402 54,233

固定負債合計 58,402 54,233

負債合計 451,577 357,100

純資産の部   

株主資本   

資本金 203,087 203,087

資本剰余金 133,087 133,087

利益剰余金 264,001 224,137

株主資本合計 600,176 560,312

純資産合計 600,176 560,312

負債純資産合計 1,051,754 917,413
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成20年11月30日) 

売上高 669,342

売上原価 190,280

売上総利益 479,061

販売費及び一般管理費 ※  411,999

営業利益 67,062

営業外収益  

受取利息 93

雑収入 353

営業外収益合計 447

経常利益 67,509

税引前四半期純利益 67,509

法人税、住民税及び事業税 43,900

法人税等調整額 △16,253

法人税等合計 27,646

四半期純利益 39,863
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年９月１日 

 至 平成20年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 67,509

減価償却費 883

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,697

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,453

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,169

受取利息及び受取配当金 △93

売上債権の増減額（△は増加） △5,119

たな卸資産の増減額（△は増加） △18

仕入債務の増減額（△は減少） 8,457

未払金の増減額（△は減少） 6,551

その他 5,309

小計 111,801

利息及び配当金の受取額 93

法人税等の支払額 △18

営業活動によるキャッシュ・フロー 111,876

投資活動によるキャッシュ・フロー  

その他 △104

投資活動によるキャッシュ・フロー △104

財務活動によるキャッシュ・フロー  

財務活動によるキャッシュ・フロー －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 111,772

現金及び現金同等物の期首残高 581,017

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  692,789
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

たな卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 当第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成18年7月5日 企業会計基準第９号）が適用さ

れたことに伴い、評価基準については原価法か

ら原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）に変更してお

ります。 

 この変更による営業利益、経常利益及び税引

前四半期純利益に与える影響はありません。 

  

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

   該当事項はありません。 

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

   該当事項はありません。 
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【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

（四半期損益計算書関係） 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成20年11月30日） 

前事業年度末 
（平成20年８月31日） 

※ 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債

 の「未払消費税等」として表示しております。 

 － 

  

当第１四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

  

配布業務委託料 151,417千円

貸倒引当金繰入額 2,598千円

貸倒損失 70千円

役員報酬 25,350千円

給与手当 89,894千円

雑給 23,620千円

賞与引当金繰入額 19,007千円

退職給付費用 2,409千円

地代家賃 12,532千円

賃借料 7,918千円

減価償却費 619千円

当第１四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年11月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 692,789

現金及び現金同等物 692,789
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（株主資本等関係） 

当第１四半期会計期間末（平成20年11月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成20年９月１日 至 平成20

年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 9,215株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当第１四半期会計期間（自 平成20年９月１日 至 平成20年11月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

（重要な後発事象） 

当第１四半期会計期間末 
（平成20年11月30日） 

前事業年度末 
（平成20年８月31日） 

１株当たり純資産額 65,130.41円 １株当たり純資産額 60,804.45円

  

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期会計期間末 
（平成20年11月30日） 

前事業年度末 
（平成20年８月31日） 

 純資産の部の合計額（千円） 600,176 560,312 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（千円） 

600,176 560,312 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（株） 

9,215 9,215 

当第１四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 4,325.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
4,312.39円

  
当第１四半期累計期間 

（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 39,863 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 39,863 

期中平均株式数（株） 9,215 

    

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 29 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

－ 

当第１四半期会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

 該当事項はありません。 
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（リース取引関係） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、当第１四半期会計期間においては前事業年度末に比べて著しい変動は認められないと判断したたため、記載を

省略しております。 

  

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年１月13日

株式会社地域新聞社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 堀切 進  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 小出 健治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社地域新

聞社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第25期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年９月１日から平成

20年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成20年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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